
様式第38の2　（第40条の3第2号、第40条の4第1項、第40条の5関係）

事業者名　NTT東日本株式会社

（単位　円）
第１表　第14条第1号、第2号、第2号の2及び第4号に掲げるもの

うち設備管理部門費用 うち設備利用部門費用

うち第一種公衆電話機
台数削減以外の費用

うち第一種公衆電話機
台数削減費用

加入電話 基本料 112,538,513,588 139,094,410,207 102,244,209,996 102,244,209,996 36,850,200,211 △ 26,555,896,619

緊急通報 - 481,833,032 478,573,789 478,573,789 3,259,243 △ 481,833,032

小　　計 112,538,513,588 139,576,243,239 102,722,783,785 102,722,783,785 36,853,459,454 △ 27,037,729,651

第一種公衆電話 市内通信 82,872,882 2,119,571,164 2,066,814,235 1,508,242,155 558,572,080 52,756,929 △ 2,036,698,282

緊急通報 - 8,269,414 8,242,239 6,889,085 1,353,154 27,175 △ 8,269,414

小　　計 82,872,882 2,127,840,578 2,075,056,474 1,515,131,240 559,925,234 52,784,104 △ 2,044,967,696

災害時用公衆電話 122,965,628 990,646,663 989,975,188 989,975,188 671,475 △ 867,681,035

ワイヤレス固定電話 基本料 5,472,098 41,188,404 22,454,413 22,454,413 18,733,991 △ 35,716,306

緊急通報 - 251,802 251,632 251,632 170 △ 251,802

小　　計 5,472,098 41,440,206 22,706,045 22,706,045 18,734,161 △ 35,968,108

112,749,824,196 142,736,170,686 105,810,521,492 105,250,596,258 559,925,234 36,925,649,194 △ 29,986,346,490

注1　　加入電話の基本料・緊急通報は、電気通信事業法施行規則の第14条第1号のイ・ロにそれぞれ定めるものとしております。
   2　　第一種公衆電話の市内通信・緊急通報は、電気通信事業法施行規則の第14条第2号のイ・ロにそれぞれ定めるものとしております。
　 3　　災害時用公衆電話は、電気通信事業法施行規則の第14条第2号の2に定めるものとしております。
　 4　　ワイヤレス固定電話の基本料・緊急通報は、電気通信事業法施行規則の第14条第4号のイ・ロにそれぞれ定めるものとしております。

第２表　交付金等

営業収益 営業費用 営業利益 摘要

１　　交付金 3,571,493,246 - 3,571,493,246

２　　当該適格電気通信事業者の算定自己負担額 248,730,673 - 248,730,673

３　　負担金 164,696,795 171,682,237 △ 6,985,442

計 3,984,920,714 171,682,237 3,813,238,477

第一号基礎的電気通信役務収支表に関する注記
（注）1．第一号基礎的電気通信役務収支表の作成基準
           本第一号基礎的電気通信役務収支表は、電気通信事業会計規則（昭和60年郵政省令第26号）に基づき、電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）第40条の5の定めにより総務大臣に提出するために作成しております。
　　  2．電気通信役務に関連する収益及び費用の配賦基準
           電気通信役務に関連する収益及び費用の配賦基準については、電気通信事業会計規則（昭和60年郵政省令第26号）、及び電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）第40条の5の定めにより総務大臣に提出する
           基準に準拠して、それぞれの役務に配賦しております。

合　　　　計

役務の細目

第一号基礎的電気通信役務収支表

２０２５年４月　１日から
２０２６年３月３１日まで
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